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経理・経営内容
貸借対照表 （単位：千円）

科　　目 金　　　額
（資産の部） 平成26年度 平成27年度

現 金 239,307 359,118
預 け 金 3,443,825 4,111,243
買 入 手 形 ― ―
コ ー ル ロ ー ン ― ―
買 現 先 勘 定 ― ―
債券貸借取引支払保証金 ― ―
買 入 金 銭 債 権 ― ―
金 銭 の 信 託 ― ―
商 品 有 価 証 券 ― ―
商 品 国 債 ― ―
商 品 地 方 債 ― ―
商品政府保証債 ― ―
その他の商品有価証券 ― ―

有 価 証 券 1,012,080 224,580
国 債 507,250 ―
地 方 債 ― ―
短 期 社 債 ― ―
社 債 200,000 200,000
株 式 24,580 24,580
そ の 他 の 証 券 180,960 ―

貸 出 金 4,356,123 4,449,194
割 引 手 形 ― ―
手 形 貸 付 92,213 98,120
証 書 貸 付 3,970,311 4,082,500
当 座 貸 越 293,598 268,573
外 国 為 替 ― ―
外 国 他 店 預 け ― ―
外 国 他 店 貸 ― ―
買 入 外 国 為 替 ― ―
取 立 外 国 為 替 ― ―

そ の 他 資 産 58,170 100,468
未 決 済 為 替 貸 729 376
全信組連出資金 31,100 31,100
前 払 費 用 ― ―
未 収 収 益 23,595 18,412
先物取引差入証拠金 ― ―
先物取引差金勘定 ― ―
保管有価証券等 ― ―
金 融 派 生 商 品 ― ―
金融商品等差入担保金 ― ―
リース投資資産 ― ―
そ の 他 の 資 産 2,745 50,578
有 形 固 定 資 産 118,051 116,207
建 物 38,528 36,768
土 地 73,801 73,801
リ ー ス 資 産 ― ―
建 設 仮 勘 定 ― ―
その他の有形固定資産 5,721 5,637
無 形 固 定 資 産 1,631 1,631
ソ フ ト ウ ェ ア ― ―
の れ ん ― ―
リ ー ス 資 産 ― ―
その他の無形固定資産 1,631 1,631
前 払 年 金 費 用 ― ―
繰 延 税 金 資 産 ― ―
再評価に係る繰延税金資産 ― ―
債 務 保 証 見 返 9,139 7,145
貸 倒 引 当 金 △ 147,731 △ 172,627
（うち個別貸倒引当金） （△138,597） （△158,622）

資 産 の 部 合 計 9,090,597 9,196,661

科　　目 金　　　額
（負債の部） 平成26年度 平成27年度

預 金 積 金 8,778,658 8,742,165
当 座 預 金 25,483 12,126
普 通 預 金 2,410,276 2,469,635
貯 蓄 預 金 2,480 2,984
通 知 預 金 ― ―
定 期 預 金 5,939,088 5,838,575
定 期 積 金 392,290 410,327
そ の 他 の 預 金 9,039 8,515

譲 渡 性 預 金 ― ―
借 用 金 ― ―
借 入 金 ― ―
当 座 借 越 ― ―
再 割 引 手 形 ― ―

売 渡 手 形 ― ―
コ ー ル マ ネ ー ― ―
売 現 先 勘 定 ― ―
債券貸借取引受入担保金 ― ―
コマーシャル・ペーパー ― ―
外 国 為 替 ― ―
外 国 他 店 預 り ― ―
外 国 他 店 借 ― ―
売 渡 外 国 為 替 ― ―
未 払 外 国 為 替 ― ―

そ の 他 負 債 14,661 11,505
未 決 済 為 替 借 649 722
未 払 費 用 6,714 5,225
給 付 補 塡 備 金 241 131
未 払 法 人 税 等 217 480
前 受 収 益 1,637 1,384
払 戻 未 済 金 4,255 2,173
職 員 預 り 金 ― ―
先物取引受入証拠金 ― ―
先物取引差金勘定 ― ―
借 入 商 品 債 券 ― ―
借 入 有 価 証 券 ― ―
売 付 商 品 債 券 ― ―
売 付 債 券 ― ―
金 融 派 生 商 品 ― ―
金融商品等受入担保金 ― ―
リ ー ス 債 務 ― ―
資 産 除 去 債 務 ― ―
そ の 他 の 負 債 946 1,387

賞 与 引 当 金 1,000 850
役 員 賞 与 引 当 金 ― ―
退 職 給 付 引 当 金 45,524 40,072
役員退職慰労引当金 ― ―
特別法上の引当金 ― ―
金融商品取引責任準備金 ― ―

繰 延 税 金 負 債 ― ―
再評価に係る繰延税金負債 ― ―
債 務 保 証 9,139 7,145
負 債 の 部 合 計 8,848,984 8,801,739
（ 純 資 産 の 部 ）
出 資 金 112,390 213,034
普 通 出 資 金 112,390 113,034
優 先 出 資 金 ― 100,000
優先出資申込証拠金 ― ―
資 本 剰 余 金 ― 100,000
資 本 準 備 金 ― 100,000
その他資本剰余金 ― ―

利 益 剰 余 金 149,235 81,888
利 益 準 備 金 132,778 132,778
その他利益剰余金 16,457 △ 50,889
特 別 積 立 金 1,000 1,000
（うち特別積立金） 1,000 1,000
当 期 未 処 分 剰 余 金
（又は当期未処理損失金） 15,457 △ 51,889
自 己 優 先 出 資 ― ―
自己優先出資申込証拠金 ― ―
組 合 員 勘 定 合 計 261,625 394,922
その他有価証券評価差額金 △ 20,011 ―
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 ― ―
土 地 再 評 価 差 額 金 ― ―
評価・換算差額等合計 △ 20,011 ―
純 資 産 の 部 合 計 241,613 394,922
負債及び純資産の部合計 9,090,597 9,196,661
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貸借対照表の注記事項
1 ．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。なお、以下
の注記については、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
2．有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法によ
る償却原価法（定額法）、子会社・子法人等株式及び関連法人等株式
については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあ
るものについては事業年度末の市場価格等に基づく時価法（売却原価
は主として移動平均法により算定）、時価を把握することがきわめて
困難と認められるものについては移動平均法による原価法又は償却原
価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額につい
ては、全部純資産直入法により処理しております。
3．有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財
産として運用されている有価証券の評価は、時価法により行っており
ます。
4．有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却は、定率法（ただし、
平成10年 4 月 1 日以後に取得した建物（建物附属設備を除く）につい
ては定額法）を採用しております。また、主な耐用年数は次のとおり
であります。

建　物　　10年～50年
その他　　 3年～20年

5 ．貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり
計上しております。
　「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金
の監査に関する実務指針」（日本公認会計士協会・銀行等監査特別委
員会報告第 4号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する
債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間における
各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき引当てておりま
す。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処
分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のう
ち必要と認める額を引当てております。破綻先債権及び実質破綻先債
権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び
保証による回収可能見込額を控除した残額を引当てております。
　全ての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力
の下に資産査定部署が資産査定を実施しており、その査定結果により
上記の引当てを行っております。
6．賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対
する賞与の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上してお
ります。
7．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末
における退職給付債務に基づき、必要額を計上しております。
8．睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預
金者からの払戻請求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する
損失を見積もり必要と認める額を計上しております。
9．偶発損失引当金は、信用保証協会の責任共有制度による負担金の将
来における支出に備えるため、将来の負担金支出見込額を計上してお
ります。
10．消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。
11．理事及び監事との間の取引による理事及び監事に対する金銭債権総
額　26百万円
12．有形固定資産の減価償却累計額　　270百万円
13．貸出金のうち、破綻先債権額は73百万円、延滞債権額は98百万円で
あります。
　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払いの遅延が相当期間継
続していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の
見込がないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を
行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、
法人税法施行令（昭和40年政令第97号）第96条第 1項第 3号のイから
ホまでに掲げる事由又は同項第 4号に規定する事由が生じている貸出
金であります。
　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権
及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払い
を猶予した貸出金以外の貸出金であります。
14．貸出金のうち、 3か月以上延滞債権額は 6百万円であります。
　なお、 3か月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払いが約定支払
日の翌日から 3か月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債
権に該当しないものであります。
15．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は0.4百万円であります。

　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図るこ
とを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債
権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債
権、延滞債権及び 3か月以上延滞債権に該当しないものであります。

16．破綻先債権額、延滞債権額、 3か月以上延滞債権額及び貸出条件緩
和債権額の合計額は178百万円であります。
　なお、13.から16.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であ
ります。

17．貸借対照表に計上した有形固定資産のほか、電子計算機等及び営業
用車両についてリース契約により使用しています。

18．担保に提供している資産は、次のとおりであります。
担保提供している資産　　預け金　　 該当なし
担保資産に対応する債務　　　　　　 該当なし

19．出資 1口当りの純資産額　　　　　　1,724円46銭
20．金融商品に関する事項
⑴　金融商品に対する取組方針
　当組合は、預金業務、融資業務、及び市場運用業務などの金融業
務を行っております。
　このため、金利変動による不利な影響が生じないように、資産及
び負債の総合的管理（ALM）をしております。

⑵　金融商品の内容及びそのリスク
　当組合が保有する金融資産は、主として事業地区内のお客様に対
する貸出金です。また、有価証券は、主に債券、投資信託及び株式
であり、満期保有目的、純投資目的及び事業推進目的で保有してお
ります。これらは、それぞれ発行体の信用リスク及び金利の変動リ
スク、市場価格の変動リスクに晒されております。

⑶　金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスクの管理
　当組合は、貸出審査規程及び信用リスクに関する管理諸規程に
従い、貸出金について、個別案件ごとの与信審査、与信限度額、
信用情報管理、保証や担保の設定、問題債権への対応など与信管
理に関する体制を整備し運営しております。
　これらの与信管理は、各営業店のほか本部担当部署により行わ
れ、また、定期的に経営陣によるリスク管理委員会委員会や理事
会を開催し、審議・報告を行っております。
　さらに、与信管理の状況については、管理部がチェックしてお
ります。

②市場リスクの管理
ⅰ　金利リスクの管理
　当組合は、NBAシステムによって金利の変動リスクを管理し
ております。
　市場リスク管理規程等により管理方法や手続等の詳細を明記し
ており、リスク管理委員会またはALM委員会で決定されたリス
ク管理の方針に基づき、実施状況の把握・確認、今後の対応等の
協議を行っています。また、定期的に理事会を開催し、審議・報
告を行っております。
ⅱ　為替リスクの管理
　当組合は、為替の変動リスクに関して、個別の案件ごとに管理
しております。
ⅲ　価格変動リスクの管理
　有価証券を含む市場運用商品の保有については、リスク管理委
員会の方針に基づき、理事会の監督の下、市場リスク管理規程に
従い行われております。
　このうち、リスク管理委員会では、事前審査、投資限度額の設
定のほか、担当部署によるNBAシステム等によって継続的なモ
ニタリングを行い、価格変動リスクの軽減を図っており、これら
の情報は定期的に理事会を開催し、審議・報告を行っております。
ⅳ　市場リスクに係る定量的情報
　当組合において、市場リスクの影響を受ける主たる金融商品
は、「預け金」「有価証券」のうち債券、「貸出金」「預金積金」「借
用金」であります。
　当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、保有期
間240日、観測期間 5年間で計測される99パーセンタイル円金利
変動幅を用いた経済価値の変動を市場リスク量として、定量分析
を行っています。
　当該リスク量の算出に当たっては、ラダー法を用い、対象の金
融資産及び金融負債の金利更改期の金利感応度および金利更改期
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の99パーセンタイル変動幅を用いています。
　平成28年 3 月31日現在において、当該リスク量の大きさは27
百万円になります。
　ただし、当該リスク量は金利以外のリスク変数が一定の場合を
想定しているため、金利以外のリスク変数が変化した場合のリス
ク量は補足できません。イールドカーブの影響を大きく受ける商
品の場合不正確になる可能性があります。また、99パーセンタイ
ル変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超える影響が
生じる可能性があります。
③資金調達に係る流動性リスクの管理
　当組合は、ALMを通して、適時に資金管理を行うほか、資金
調達手段の多様化、市場環境を考慮した長短の調達バランスの調
整などによって、流動性リスクを管理しております。

⑷　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格が
ない場合には合理的に算定された価額が含まれております。当該価
額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる
前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。
　なお、金融商品のうち貸出金、預金積金については、簡便な計算
により算出した時価に代わる金額を開示しております。

21．金融商品の時価等に関する事項
　平成28年 3 月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差
額は、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困
難と認められる非上場株式等は、次表には含めておりません。
　また、重要性の乏しい科目については記載を省略しております。
 （単位：百万円）

貸借対照表計上額 時価 差額
⑴　預け金（＊1） 4,111 4,112 1
⑵　有価証券（＊2）

　満期保有目的の債券   200   199 ▲0
　その他有価証券 ― ― ―
⑶　貸出金（＊1） 4,449
　貸倒引当金（＊2） ▲172

4,277 4,429 152
金融資産計 8,588 8,740 152

⑴　預金積金（＊1） 8,742 8,549 ▲193
⑵　借用金 ― ― ―

金融負債計 8,742 8,549 ▲193
（＊ 1）　 預け金、貸出金、および預金積金の「時価」には、「簡便な

計算により算出した時価に代わる金額」が含まれております。
（＊ 2）　 貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除

しております。
（注 1）　 金融商品の時価等の算定方法
金融資産
⑴　預け金
　満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していること
から、当該帳簿価額を時価としております。満期のある預け金につい
ては、市場金利で割り引くことで現在価値を算定し、当該現在価値を
時価とみなしております。
⑵　有価証券
　株式は取引所の価格、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提
示された価格によっております。投資信託は、公表されている基準価
格によっております。
　なお、保有目的区分ごとの有価証券に関する注記事項については
22．に記載しております。
⑶　貸出金
　貸出金は、以下①～③の合計額から、貸出金に対応する一般貸倒引
当金及び個別貸倒引当金を控除する方法により算定し、その算出結果
を簡便な方法により算出した時価に代わる金額として記載しております。
① 　破綻懸念先債権、実質破綻先債権及び破綻先債権等、将来
キャッシュ・フローの見積りが困難な債権については、それぞれ
の帳簿価額の合計額から貸出金に対応する個別貸倒引当金を控除
した価額
② 　①以外のうち、変動金利によるものは貸借対照表の貸出金勘定
に計上している額（貸倒引当金控除前の額）
③ 　①以外のうち、固定金利によるものは貸出金の種類及び期間に
基づく区分ごとに、元利金の合計額を同様の新規貸出を行った場

合に想定される利率で割り引いた価額
金融負債
⑴　預金積金
　要求払預金については、決算日に要求された場合の支払額（帳簿
簿価）を時価とみなしております。定期預金の時価は、一定の金額
帯及び期間帯ごとに将来キャッシュ・フローを作成し、元利金の合
計額を一種類の市場金利（LIBOR、SWAP）で割り引いた価額を
時価とみなしております。

⑵　借用金
借用金については、帳簿価額を時価としております。

（注 2）  時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次の
とおりであり、金融商品の時価情報には含まれておりません。

 （単位：百万円）
区分 貸借対照表計上額

非上場株式 24
合　　　計 24

＊非上場株式については、市場価格がなく時価を把握することが極めて
困難と認められることから時価開示の対象とはしておりません。

22．有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりでありま
す。これらには、「国債」、「地方債」、「社債」、「その他の証券」が含
まれております。
⑴　売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。
⑵　満期保有目的の債券
【時価が貸借対照表計上額を超えないもの】

貸借対照表計上額 時　　価 差　　額
国　債 ―百万円 ―百万円 ―百万円
地方債 ―百万円 ―百万円 ―百万円
社　債 200百万円 199百万円 ▲ 0百万円
その他 ―百万円 ―百万円 ―百万円
小　計 200百万円 199百万円 ▲ 0百万円
合　計 200百万円 199百万円 ▲ 0百万円

（注）　時価は当事業年度末における市場価格等に基づいております。
⑶ 　子会社・子法人等株式及び関連法人等株式で時価のあるものはあ
りません。

⑷　その他有価証券
【貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの】

貸借対照表計上額 取得原価 差　　額
株　式 24百万円 24百万円 ―百万円
債　券 ―百万円 ―百万円 ―百万円
　国債 ―百万円 ―百万円 ―百万円
　社債 ―百万円 ―百万円 ―百万円
その他 ―百万円 ―百万円 ―百万円
小　計 24百万円 24百万円 ―百万円

【貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの】
貸借対照表計上額 取得原価 差　　額

株　　式 ―百万円 ―百万円 ―百万円
債　　券 ―百万円 ―百万円 ―百万円
　国　債 ―百万円 ―百万円 ―百万円
　地方債 ―百万円 ―百万円 ―百万円
そ の 他 ―百万円 ―百万円 ―百万円
小　　計 ―百万円 ―百万円 ―百万円
合　　計 ―百万円 ―百万円 ―百万円

（注 1）　 貸借対照表計上額は、当事業年度末における市場価格等に基
づく時価により計上したものであります。

23．当事業年度中に売却した満期保有目的の債券はありません。
24．当期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。
　　　　　　　売却価額　　　　売却益　　　　　売却損
　　　　　　 1,400百万円　　  3 百万円　　　　23百万円
25．当事業年度中に保有目的を変更した有価証券はありません。
26．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期
間毎の償還予定額は次のとおりであります。

1年以内 1年超 5年以内 5年超10年以内 10年超
債 券 ―百万円 ―百万円 ―百万円 ―百万円
　国　債 ―百万円 ―百万円 ―百万円 ―百万円
　地方債 ―百万円 ―百万円 ―百万円 ―百万円
そ の 他 ―百万円 ―百万円 ―百万円 ―百万円
合 計 ―百万円 ―百万円 ―百万円 ―百万円
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経理・経営内容
損益計算書 （単位：千円）

科　　目 平成26年度 平成27年度
経 常 収 益 218,307 193,794
資 金 運 用 収 益 178,530 172,237
貸 出 金 利 息 156,321 156,052
預 け 金 利 息 14,128 8,563
買 入手形利息 ― ―
コールローン利息 ― ―
買 現 先 利 息 ― ―
債券貸借取引受入利息 ― ―
有価証券利息配当金 6,837 6,377
金利スワップ受入利息 ― ―
その他の受入利息 1,244 1,244
役務取引等収益 8,397 9,108
受入為替手数料 2,879 2,993
その他の役務収益 5,518 6,115
その他業務収益 18,592 4,846
外国為替売買益 ― ―
商品有価証券売買益 ― ―
国債等債券売却益 13,925 3,250
国債等債券償還益 ― ―
金融派生商品収益 ― ―
その他の業務収益 4,666 1,596
その他経常収益 12,786 7,601
貸倒引当金戻入益 10,096 ―
償却債権取立益 1,372 1,063
株 式等売却益 ― ―
金銭の信託運用益 ― ―
その他の経常収益 1,317 6,538

経 常 費 用 207,744 259,755
資 金 調 達 費 用 5,242 4,421
預 金 利 息 5,076 4,311
給付補塡備金繰入額 165 110
譲渡性預金利息 ― ―
借 用 金 利 息 ― ―
売渡手形利息 ― ―
コールマネー利息 ― ―
売 現 先 利 息 ― ―
債券貸借取引支払利息 ― ―
コマーシャル・ペーパー利息 ― ―
金利スワップ支払利息 ― ―
その他の支払利息 ― ―
役務取引等費用 37,367 45,143
支払為替手数料 1,506 1,630
その他の役務費用 35,861 43,513
その他業務費用 53 23,217
外国為替売買損 ― ―
商品有価証券売買損 ― ―
国債等債券売却損 ― 23,216
国債等債券償還損 ― ―
国債等債券償却 ― ―
金融派生商品費用 ― ―
その他の業務費用 53 1
経 費 164,669 161,732
人 件 費 96,975 94,913
物 件 費 65,878 64,716
税 金 1,816 2,101
その他経常費用 411 25,240
貸倒引当金繰入額 ― 25,196
貸 出 金 償 却 ― ―
株式等売却損 ― ―
株 式 等 償 却 ― ―
金銭の信託運用損 ― ―
その他資産償却 ― ―
その他の経常費用 411 44

経常利益（又は経常損失） 10,562 △ 65,960

科　　目 平成26年度 平成27年度
特 別 利 益 6 9
固定資産処分益 ― ―
負ののれん発生益 ― ―
金融商品取引責任準備金取崩額 ― ―
その他の特別利益 6 9
特 別 損 失 ― 28
固定資産処分損 ― ―
減 損 損 失 ― ―
金融商品取引責任準備金繰入額 ― ―
その他の特別損失 ― 28
税引前当期純利益 10,568 △ 65,979
法人税、住民税及び事業税 1,253 1,367
法人税等調整額 ― ―
法 人 税 等 合 計 1,253 1,367
当期純利益（又は当期純損失） 9,315 △ 67,346
繰越金（当期首残高） 6,141 15,457
目的積立金取崩額 ― ―
当期未処分剰余金（又は当期未処理損失金） 15,457 △ 51,889

（注) 1 ．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
　　 2．出資1口当りの当期純損失は1,475円94銭
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主要な経営指標の推移 （単位：千円）

区　　分 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度
経 常 収 益 221,704 214,973 225,217 218,307 193,794
経 常 利 益 11,441 7,518 3,132 10,562 △ 65,960
当 期 純 利 益 9,398 3,670 1,326 9,315 △ 67,346
預 金 積 金 残 高 8,058,216 8,197,562 8,542,477 8,778,658 8,742,165
貸 出 金 残 高 3,995,955 3,999,653 4,440,884 4,356,123 4,449,194
有 価 証 券 残 高 693,340 907,050 705,280 1,012,080 224,580
総 資 産 額 8,698,793 8,735,349 8,861,093 9,090,597 9,196,661
純 資 産 額 219,400 235,459 236,695 241,613 394,922
自己資本比率（単体） 7.04％ 7.05％ 6.68％ 6.74％ 9.50％
出 資 総 額 114,718 114,689 114,602 112,390 213,034
出 資 総 口 数 114,718口 114,689口 114,602口 112,390口 113,034口
出資に対する配当金 ― ― ― ― ―
職 員 数 19人 18人 17人 17人 16人
（注） 1 ．残高計数は期末日現在のものです。
　　 2．「自己資本比率（単体）」は、平成18年金融庁告示第22号により算出しております。

経理・経営内容

科　　　　目 平成26年度 平成27年度
当期未処分剰余金 15,457 △ 51,889
積 立 金 取 崩 額 ― 51,889
剰 余 金 処 分 額 15,457 0
利 益 準 備 金 ― ―
普通出資に対する配当金 ― ―

（年0.00％の割合） （年0.00％の割合）
優先出資に対する配当金 ― ―

（　円につき　円の割合） （　円につき　円の割合）
事業の利用分量に対する配当金 ― ―

（　円につき　円の割合） （　円につき　円の割合）
特 別 積 立 金 ― ―
うち目的積立金 ― ―

繰越金（当期末残高） 15,457 0

剰余金処分計算書 （単位:千円）

科　　　　　目 平成26年度 平成27年度
資 金 運 用 収 益 178,530 172,237
資 金 調 達 費 用 5,242 4,421

資 金 運 用 収 支 173,288 167,816
役 務 取 引 等 収 益 8,397 9,108
役 務 取 引 等 費 用 37,367 45,143

役 務 取 引 等 収 支 △ 28,969 △ 36,035
そ の 他 業 務 収 益 18,592 4,846
そ の 他 業 務 費 用 53 23,217

そ の 他 業 務 収 支 18,539 △ 18,371
業 務 粗 利 益 162,858 113,410
業 務 粗 利 益 率 1.84% 1.27%

（注）業務粗利益率＝業務粗利益／資金運用勘定計平均残高×100

粗利益 （単位:千円）

項　　　目 平成26年度 平成27年度
人 件 費 96,975 94,913
報 酬 給 料 手 当 77,817 75,681
退 職 給 付 費 用 8,592 8,923
そ の 他 10,566 10,309

物 件 費 65,878 64,716
事 務 費 36,725 36,771
固 定 資 産 費 11,499 11,620
事 業 費 5,605 5,849
人 事 厚 生 費 988 2,225
有形固定資産償却 5,266 4,619
無形固定資産償却 ― ―
そ の 他 5,793 3,629

税 金 1,816 2,101
経 費 合 計 164,669 161,732

経費の内訳 （単位:千円）

科　　　目 平成26年度 平成27年度
役 務 取 引 等 収 益 8,397 9,108
受 入 為 替 手 数 料 2,879 2,993
その他の受入手数料 5,518 6,115
その他の役務取引等収益 ― ―

役 務 取 引 等 費 用 37,367 45,143
支 払 為 替 手 数 料 1,506 1,630
その他の支払手数料 27,104 28,302
その他の役務取引等費用 8,757 15,210

役務取引の状況 （単位:千円）

受取利息および支払利息の増減 （単位:千円）

項　　　目 平成26年度 平成27年度
受 取 利 息 の 増 減 △ 12,413 △ 6,294
支 払 利 息 の 増 減 △ 2,289 △ 821

業務純益 （単位:千円）

項　　　目 平成26年度 平成27年度
業 務 純 益 △ 1,811 △ 53,492
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経理・経営内容
自己資本の充実の状況 （単位：千円）

（注）　 自己資本比率の算出方法を定めた「協同組合による金融事業に関する法律第六条第一項において準用する銀行法第14条の 2の規定に基づき、信用協同組合及び信用協同組合連合会
がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第22号）」に係る算式に基づき算出しております。なお、
当組合は国内基準を採用しております。

項　　　目 平成26年度 平成27年度経過措置による不算入額 経過措置による不算入額
コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 （1）
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員勘定又は会員勘定の額 261,625 394,922
う ち 、 出 資 金 及 び 資 本 剰 余 金 の 額 112,390 313,034
う ち 、 利 益 剰 余 金 の 額 149,235 81,888
う ち 、 外 部 流 出 予 定 額（△） ― ―
う ち、 上 記 以 外 に 該 当 す る も の の 額 ― ―

コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 に 算 入 さ れ る 引 当 金 の 合 計 額 9,133 14,304
う ち、 一 般 貸 倒 引 当 金 コ ア 資 本 算 入 額 9,133 14,304
う ち 、 適 格 引 当 金 コ ア 資 本 算 入 額 ― ―

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 ― ―
公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本
調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額 ― ―

土 地 再 評 価 額 と 再 評 価 直 前 の 帳 簿 価 額 の 差 額 の 45 ％ に 相 当
す る 額 の う ち、 コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額 に 含 ま れ る 額 ― ―

コ ア 資 本 に 係 る 基 礎 項 目 の 額（イ） 270,758 409,226
コ ア 資 本 に 係 る 調 整 項 目（2）
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額 ― ― ― ―
う ち 、 の れ ん に 係 る も の の 額 ― ― ― ―
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額 ― ― ― ―

繰 延 税 金 資 産（ 一 時 差 異 に 係 る も の を 除 く。） の 額 ― ― ― ―
適 格 引 当 金 不 足 額 ― ― ― ―
証 券 化 取 引 に 伴 い 増 加 し た 自 己 資 本 に 相 当 す る 額 ― ― ― ―
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額 ― ― ― ―
前 払 年 金 費 用 の 額 ― ― ― ―
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額 ― ― ― ―
意図的に 保 有 し て い る 他 の 金 融 機 関 等 の 対 象 資 本 調 達 手 段 の 額 ― ― ― ―
少 数 出 資 金 融 機 関 等 の 対 象 普 通 出 資 等 の 額 ― ― ― ―
信 用 協 同 組 合 連 合 会 の 対 象 普 通 出 資 等 の 額 ― ― ― ―
特 定 項 目 に 係 る　10　パ ー セ ン ト 基 準 超 過 額 ― ― ― ―
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 ― ― ― ―
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ― ― ― ―
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 ― ― ― ―

特 定 項 目 に 係 る 15 パ ー セ ン ト 基 準 超 過 額 ― ― ― ―
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額 ― ― ― ―
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額 ― ― ― ―
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額 ― ― ― ―

コ ア 資 本 に 係 る 調 整 項 目 の 額（ロ） ― ―
自 己 資 本
自 己 資 本 の 額 ((イ)－(ロ))　（ハ） 270,758 409,226
リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等（3）
信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト の 額 の 合 計 額 3,716,550 4,018,315
うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額 △ 34,073 △ 30,049

うち、無形固定資産（のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。） ― ―
う ち 、 繰 延 税 金 資 産 ― ―
う ち 、 前 払 年 金 費 用 ― ―
う ち、 他 の 金 融 機 関 等 向 け エ ク ス ポ ー ジ ャ ー △ 34,073 △ 30,049
う ち、 上 記 以 外 に 該 当 す る も の の 額 ― ―

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を 8パーセントで除して得た額 300,006 288,226
信 用 リ ス ク ・ ア セ ッ ト 調 整 額 ― ―
オ ペ レ ー シ ョ ナ ル・ リ ス ク 相 当 額 調 整 額 ― ―
リ ス ク ・ ア セ ッ ト 等 の 額 の 合 計 額（ニ） 4,016,556 4,306,541
自 己 資 本 比 率
自 己 資 本 比 率 ((ハ)／(ニ)) 6.74% 9.50%
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科　　目 年 度 平均残高 利　　息 利回り
資 金 運 用 26年度 8,843 百万円 178,530 千円 2.01 ％

勘 定 27年度 8,888 172,237 1.93
う ち 26年度 4,372 156,321 3.57
貸 出 金 27年度 4,400 156,052 3.54
う ち 26年度 3,568 14,128 0.39
預 け 金 27年度 3,749 8,563 0.22
う ち 26年度 871 6,837 0.78
有 価 証 券 27年度 707 6,377 0.90

資 金 調 達 26年度 8,802 5,242 0.05
勘 定 27年度 8,890 4,421 0.04
う ち 26年度 8,802 5,242 0.05
預 金 積 金 27年度 8,890 4,421 0.04
う ち 26年度 ― ― ―
譲 渡 性 預 金 27年度 ― ― ―
う ち 26年度 ― ― ―
借 用 金 27年度 ― ― ―

（注） 資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（25年度22百万円、26年度19百万円）を、そ
れぞれ控除して表示しております。

資金運用勘定、調達勘定の平均残高等

経理・経営内容

該当事項なし

先物取引の時価情報

該当事項なし

オフバランス取引の状況

総資産利益率 （単位：％）

区　　　　　分 平成26年度 平成27年度
総資産経常利益率 0.12 △ 0.71
総資産当期純利益率 0.10 △ 0.73
（注） 総資産経常（当期純）利益率＝経常（当期純）利益／総資産（債務保証見返を除く）
　　平均残高×100

総資金利鞘等 （単位：％）

区　　　　　分 平成26年度 平成27年度
資金運用利 回（ａ） 2.01 1.93
資金調達原価率（ｂ） 1.93 1.86
資 金 利 鞘（ａ－ｂ） 0.08 0.07

項　　　　　目 平成26年度 平成27年度
外 国 為 替 売 買 益 ― ―
商品 有 価 証 券 売 買 益 ― ―
国 債 等 債 券 売 却 益 13,925 3,250
国 債 等 債 券 償 還 益 ― ―
金 融 派 生 商 品 収 益 ― ―
そ の 他 の 業 務 収 益 4,666 1,596 
そ の 他 業 務 収 益 合 計 18,592 4,846 

その他業務収益の内訳 （単位:千円）

区　　　　　分 平成26年度 平成27年度

預 貸 率
（期　　末） 49.62 50.89
（期中平均） 49.66 49.50

預 証 率
（期　　末） 11.52 2.56
（期中平均） 9.90 7.95

（注）1．預貸率＝貸出金／預金積金＋譲渡性預金×100
　　 2．預証率＝有価証券／預金積金＋譲渡性預金×100

預貸率及び預証率 （単位：％）

区　　　　　分 平成26年度末 平成27年度末
1 店舗当りの預金残高 2,926,219 2,914,055
1 店舗当りの貸出金残高 1,452,041 1,483,064

（注）預金残高には譲渡性預金を含んでおります。

1 店舗当りの預金及び貸出金残高 （単位：千円）

区　　　　　分 平成26年度末 平成27年度末
職員 1人当りの預金残高 516,391 514,245
職員 1人当りの貸出金残高 256,242 278,074
（注）預金残高には譲渡性預金を含んでおります。

職員 1人当りの預金及び貸出金残高 （単位：千円）
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経理・経営内容
売買目的有価証券

該当事項なし

子会社・子法人等株式及び関連法人等株式で時価のあるもの

該当事項なし

満期保有目的の債券 （単位：百万円）

種　　類
平成26年度 平成27年度

貸借対照表計上額 時　　価 差　　額 貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

時価が貸借対照表計
上 額 を 超 え る も の

国 債 ― ― ― ― ― ―
地 方 債 ― ― ― ― ― ―
短 期 社 債 ― ― ― ― ― ―
社 債 ― ― ― ― ― ―
そ の 他 ― ― ― ― ― ―
小 計 ― ― ― ― ― ―

時価が貸借対照表計
上額を超えないもの

国 債 ― ― ― ― ― ―
地 方 債 ― ― ― ― ― ―
短 期 社 債 ― ― ― ― ― ―
社 債 200 198 △1 200 199 △0
そ の 他 ― ― ― ― ― ―
小 計 200 198 △1 200 199 △0

合 計 200 198 △1 200 199 △0
（注）1．時価は、当事業年度における市場価格等に基づいております。
　　 2．上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。
　　 3．時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めておりません。

時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券 （単位：百万円）

項　　　　　　　目
平成26年度 平成27年度

貸借対照表計上額 貸借対照表計上額
子 会 社・ 子 法 人 等 株 式 ― ―
関 連 法 人 等 株 式 ― ―
非 上 場 株 式 24 24
合 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 計 24 24

その他の有価証券 （単位：百万円）

種　　類
平成26年度 平成27年度

貸借対照表計上額 取得原価 差　　額 貸借対照表計上額 取得原価 差　　額

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株 式 24 24 ― 24 24 ―
債 券 ― ― ― ― ― ―
国 債 ― ― ― ― ― ―
地 方 債 ― ― ― ― ― ―
短 期 社 債 ― ― ― ― ― ―
社 債 ― ― ― ― ― ―

そ の 他 ― ― ― ― ― ―
小 計 24 24 ― 24 24 ―

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株 式 ― ― ― ― ― ―
債 券 606 607 △0 ― ― ―
国 債 507 507 △0 ― ― ―
地 方 債 99 100 △0 ― ― ―
短 期 社 債 ― ― ― ― ― ―
社 債 ― ― ― ― ― ―

そ の 他 180 200 △ 19 ― ― ―
小 計 787 807 △ 20 ― ― ―

合 計 811 831 △ 20 24 24 ―
（注）1．貸借対照表計上額は、当事業年度末における市場価格等にもとづいております。
　　 2．上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。
　　 3．時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は本表には含めておりません。


